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令和６年１月12日

一般社団法人 高知県医師会長 様

高知県健康政策部医療政策課長

複数の診療所の管理について

平素より本県の医療行政にご理解とご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。

厚生労働省から件名のことについて通知があり、医療機関に対し下記のとおり当課

ホームページへの掲載等で周知しましたのでお知らせいたします。

なお、貴会会員への周知についてもご協力をお願いいたします。

記

【医療政策課ホームページ】

https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/131301/2018042500158.html

【医療政策課ホームページ掲載内容】

○複数の診療所の管理について（令和５年12月27日付け厚生労働省医政局総務課事

務連絡）

高知県健康政策部医療政策課

担当 徳平、鎌田

〒780-8570 高知市丸ノ内1丁目２番20号

TEL 088-823-9623

FAX 088-823-9137

Email 131301@ken.pref.kochi.lg.jp
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事 務 連 絡  

令和 5 年 12 月 27 日 

 

都 道 府 県 

各   保健所設置市  衛生主管部（ 局） 御中 

特 別 区 

 

厚生労働省医政局総務課 

 

複数の診療所の管理について 

 

今般、 規制改革実施計画（ 令和５ 年 6 月 16 日閣議決定） において、 在宅医療

を 提供する 環境の整備の観点から 、 新たに管理者を 配置し た上で診療所を 開設

する こ と が困難である と の指摘を 踏ま えて、「 地域の在宅医療の提供状況に鑑

み、 医療提供体制が不足し ている と 都道府県が認める場合には、 他の診療所の

管理者がへき 地や医師少数区域等の診療所の管理者を 兼務可能であるこ と の更

なる整理・ 周知を 検討する」 こ と と さ れたと こ ろ です。  

つき まし ては、 複数の診療所の管理に関する 考え方について、 下記のと おり

改めて周知する こ と に致し まし たので、 内容について御了知の上、 管内の医療

機関に対し 、 周知を 図ると と も に、 その運用に遺漏なき よ う お願いいたし ます。  

 

記 

 

診療所の管理者は、 医療法（ 昭和 23 年法律第 205 号。 以下「 法」 と いう 。）

第 12 条第２ 項の規定に基づき 、 診療所の円滑な運営等のため、 開設地の都道府

県知事（ その開設地が保健所を 設置する 市又は特別区の区域にある 場合におい

ては、 当該保健所を 設置する市の市長又は特別区の区長。 以下「 都道府県知事

等」 と いう 。） の許可を 受けた場合を 除き 、 他の診療所を 管理し ない者でなけ

ればなら ないと さ れている。  

都道府県知事等の許可がなさ れる場合は、 地域の医療提供体制が不足し てい

る 場合や、 施設の規模・ 診療時間を 鑑みて複数の診療所の管理を し ても 各診療

所の管理が適切になさ れる場合と し て、 法第 12 条第２ 項第１ 号から 第４ 号まで

に掲げら れている。 法第 12 条第２ 項第１ 号から 第４ 号に掲げる場合以外につい

ても 、 上記の考え方に基づいて、 法第 12 条第２ 項第５ 号において、 医療法施行

規則（ 昭和 23 年省令 50 号。） 第９ 条第３ 項に掲げる場合には特例的に認めら れ



る と し ており 、 同項第２ 号では都道府県知事等が適当と 認めた場合と し ている 。  

例えば、 へき 地や医師少数区域等の診療所又は地域における 専門的な医療ニ

ーズに対応する役割を 担う 診療所などにおいては、 上記の考え 方に基づいて、

取り 扱う こ と 。  

なお、 管理者は原則と し て勤務時間中常勤である と し ており 、 診療所が定め

る 勤務時間を 勤務し なければなら ず、 常時連絡が取れ、 速やかに対応ができ る

体制を 確保し 、 管理者の責務を 確実に果たすこ と ができ るよ う にする こ と が必

要である が、 必ずし も 診療所の診療時間中常勤である 必要はないこ と を 申し 添

える。  

 

以上 


